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年の エネルギーＸ線発生装置を用いた外 放射線治療は、 精度化の点で目 ましい進歩

を遂げている。特に多分割コリメータを装備した エネルギー発生装置で行われる強度変調放

射線治療は、腫瘍病変に限局した線量照射を行い、副作用を極限まで抑える放射線治療の提供

を可能としている。治療成績の向上が期待される一方で、投与総線量の増加による正常組織の

有害事象に対する危 性も含んでいるため、これまで以上に エネルギーＸ線発生装置および

多分割コリメータの 的保証/ 的管理(QA/QC)が重要となる。また、立案された治療 画の安

全性は、三次元治療 画装置と エネルギーＸ線発生装置の機械的あるいは線量的な整合性に

より保証されるものであり、 エネルギーＸ線発生装置の QA/QCに合わせ三次元治療 画装

置のそれも必要である。放射線治療システムの QA/QCの遂行は、 精度放射線治療の大前提

となる、より安全な放射線治療を提供し、患者の QOL の向上が図られることを目的としてい

る。 

本ガイドラインは外 照射放射線治療の中の強度変調放射線治療に注目したものであり、強度

変調放射線治療は従来の外 照射放射線治療の延 にあることから、日本放射線腫瘍学会 QA

委員会編の『外 放射線治療における Quality Assurance (QA)システムガイドライン（平成 9

年）』に準じるものとする。また線量測定法に関する詳細事項に関しては『外 放射線におけ

る吸収線量の標準測定法 標準測定法 01、日本医学物理学会編、平成 14年』に準じるものと

する。 

強度変調放射線治療を実施するにあたり、以下の項目に関して義務を負うものとする。 

１． エネルギーＸ線発生装置（放射線治療装置）の 的管理 

２． 多分割コリメータの 的管理 

３． ３次元治療 画装置の 的管理 

４． 治療 画用 CT装置および収集画像の 的管理 

５． 的保証に必要な測定装置の整備 

６． 画線量の放射測定器による事前確認と記 の保存 

７． 治療対象疾患に対する治療 画目標の妥当性に関する事前検討の実施とその結果の文

書での保存および個々の症例に対する治療 画結果の詳細に関する記 の保存 

また、以下の項目に関しては努力目標とし、強度変調放射線治療を実施する施 あるいは関連



する学会はこれら目標の円滑な実現にむけて、支援体制を確立することが望まれる。 

８． 従事する職員の教育に付随する時間と費用の提供 

９． 総線量増加、標的体積内の 1 回線量増加 分の 容、治療期間短縮などが治療成績向

上に結びつくか否かについてはいまだ明確でなく、慎重に扱うべきである。 

１０． 安全に治療を施行するために、医学放射線物理、放射線 測に精通した職種（諸外国

におけるMedical Physicist）を病院内に確保し、放射線腫瘍医・診療放射線技師（日

本放射線腫瘍学会認定技師が望ましい）との共同責任のもとに行なうべきである。 



的管理(Quality Control)の手順書 
 
本書は、『多分割コリメータによる強度変調放射線治療の機器的精度確保に関するガイドライ

ン』を補 するものであり、そのために必要な 的管理(Quality Control)の詳細を述べた手順

書である。 

 

【０．はじめに】 
多分割コリメータ（以下、MLC とする）による強度変調放射線治療が従来の放射線治療と異

なる点は、本来平坦な照射ビームに対しMLCを用いて開口と遮へいを繰り すことによりビ

ーム線束に 画的に強度の変調を行うことである。この強度変調が治療 画装置により最適化

されたものであり 画的なものである場合、問題となるのは実際の治療でもそれが実現できて

いるか否かである。つまり 画された線量分布が機器的要因により影 を受ける場合、その影

を如何に低減できるかが 題であり、影 が残存した場合にはその線量分布が臨床的に 容

できるか否かを検証により確認する必要があるということである。 

MLC により強度変調された線量は、MLC の駆動制御の不確定性により影 を受ける。MLC

の 止位置あるいは動的位置の精度には、リーフの駆動制御機構の初期位置喪失（ソフト的）

あるいは駆動モータの機械的劣化（ハード的）などにより引き こされる系統的誤差と、線量

制御機構とリーフ駆動機構の相互帰還制御の偶発的誤差によるものとが考えられる。本手順書

では、強度変調放射線治療における系統的誤差要因をMLCの 的管理により低減し、偶発的

誤差要因を線量検証により確認することを基本的な考えとしている。 

 

【１． エネルギーＸ線発生装置の 的管理】 
 
1-1（外 照射治療における Quality Assurance(QA)システムガイドライン） 

 エネルギーＸ線発生装置（放射線治療装置）は、強度変調放射線治療のみならず一般

的な放射線治療にも用いるものである。よって、放射線治療装置の 的管理としては、

日本放射線腫瘍学会が 定している『外 放射線治療における Quality Assurance(QA)

システムガイドライン 日本放射線腫瘍学会 QA 委員会編、平成９年』で掲げる項目を

遵守するものとする。 

 

【２．多分割コリメータの 的管理】 
 



2-1（多分割コリメータの定義） 

 本手順書でいう MLC とは、放射線治療装置と一体型の構造（着脱式を含む）を持ち、

放射線治療装置の線量制御機構と同期して 画的にビーム開口 の形状を変化させるこ

とにより、最終的にビームの強度に変調を施すことが可能な機構のすべてを指す。 

 
2-2（多分割コリメータの 的管理の考え方） 

  a. 強度変調放射線治療で MLC に要求されることは、治療 画により決定された各リーフ

の 止位置あるいは動的な位置の駆動制御精度が、強度変調された線量において臨床的

に 容できる範囲内で確保されていることである。 

  b. 本手順書では、系統的誤差要因に対する 的管理事項についてのみ 及する。 

 
2-3（SMLCの 的管理） 

 画されたMLCの 的な制御位置を確認する。 

  a. 光学的制御位置管理 

 左右対のリーフそれぞれについて、予め 画された位置に直線上に整列させ実際に 止

する幾何学的な位置との差を方眼紙または定 等を用いて光照射野で確認する。その誤

差が±0.5mm以内であることを確認する。照射野は最大照射野とする。 

  b. フィルム法による制御位置管理 

 あらかじめ MLC の全リーフの幅（＝ギャップ幅）を１mm 開いた状態を保ちながら、

一定方向に 1 2cmステップで移動(ビームオフ)と停止(ビームオン)を繰り すMLCの

移動パターンを作成する。同様に、逆方向へ移動する MLC のパターンも作成する。ギ

ャップおよびステップ幅については、MLCの機種に依って最適な幅を用いる。 

 この MLC の移動パターンを用いて、線源フィルム間 離 100cm（=SAD）に 定した

治療用フィルムへ直接照射を行う。フィルム上には、リーフ停止時に照射されたギャッ

プ幅に相当する直線状の 化度が等間隔で描出される。目視により全ての直線状の 化

度が 定したギャップ幅に対して±0.5mm以内で整列していることを確認する。 

 
2-4（DMLCの 的管理） 

 以下の項目について、 画されたMLCの制御を確認する。 

a. 光学的制御位置管理 

 2-3-aと同様の手順で行う。幾何学的なリーフ位置の誤差が±0.2mm以内であることを確

認する。 



  b. フィルム法による制御位置管理 

 2-3-bと同様の手順で行う。目視により全ての直線状の 化度が、 定したギャップ幅に

対して±0.2mm以内で整列していることを確認する。 

  c. DMLCプロファイル比 

 最大MLC照射野の範囲を、5mm以下のギャップ幅を維持しながら、連続的にギャップ

を移動する MLC のパターンを準備する。同様に、逆方向へ移動する MLC のパターン

も作成する。 

 治療フィルムを水等価の固体ファントム等に挟み込み、フィルム面が STD=SADになる

ようにする。フィルムの深さは校正深あるいは使用エネルギーの最大深に 置する。 

 フィルム法により得られる 外線量比をリーフ対ごとに求める。 

 MLCによる照射範囲と同じ照射野に対する 外線量比をオープン照射野で測定する。 

 各リーフ対位置における 外線量比を中心位置で 格化し、十分平坦な領域での両者の

差が総じて±0.5%以内であることを確認する。 

 
  d. DMLC出力 

 DMLC出力はリーフ位置精度（ギャップ幅）に大きく依存するため、恒常的にギャップ

幅の誤差を 0.2mm以内に保つ必要がある。2-4-cと同様の線量照射で、ビーム あるい

は任意の点におけるオープン照射野に対する線量比を線量測定器により測定する。その

線量比から、ギャップ幅の変化を推定し、DMLC出力の安定性を確保する。線量比は検

出器やファントムの幾何学的な配置、MLC、ビームエネルギー等に依存するため、あら

かじめ 0.2mm のギャップ幅の変化に相当する線量比を求めておく必要がある。また、

検出器は、リーフ間のもれ線量等の影 が少ない 0.1cc 以上の 離体積を持つ 離箱を

推奨する。 

 

【３．三次元治療 画装置の保守管理】 
 
3-1（３次元治療 画装置の定義） 

 本手順書でいう３次元治療 画装置とは、患者 CT 画像に対し前方向あるいは逆方向

法により、標的臓器の線量集中性の最適化を図り、その結果得られる線量分布を実現す

るための MLC の制御(シーケンス)が可能でかつモニタ 定値が 算可能な装置を指す。

ただし、シーケンスあるいはモニタ 定値 算が別の装置で行う場合にはこれらを含む。 

 



3-2（直線加速器の幾何学的機構との整合性） 

 直線加速器の幾何学的機構を治療 画装置に 定する際に、両者の整合性を以下の項目

で確認する 

 a. ガントリ、照射野限定器、寝台の回転方向と、指示器数値 

 b. 照射野限定器、MLCの駆動方向 

 c. 楔フィルタの挿入方向と 度 

 d. 楔フィルタの幾何学的形状と物 、 量減弱係数 

 e. MLCの幾何学的形状と Tongue-and-Grooveの条件 

 
3-3（直線加速器の線量に係るパラメータ及びビームデータの整合性） 

 直線加速器の線量的パラメータあるいはビームデータを治療 画装置に 定する際に、

両者の整合性を以下の項目で確認する。 

 a. 出力係数、楔フィルタ係数 

 b. 照射野限定器、MLCの線量透過率 

 c. 全散乱係数(TSCF: total scatter coefficient fraction) 

 d. 深 量百分率(PDD: percentage depth dose) 

 e. 組織ファントム線量比(TPR: tissue phantom ratio) 

 f. 対 外線量比(Diagonal OCR) 

 ただし、治療 画装置によって、楔フィルタ照射野あるいはMLC照射野に対する PDD, 

TPR, OCRも求められている場合はそれらも測定する。 

 
3-4（基本ビームデータの更新） 

 基本ビームデータは水ファントムと校正された 離箱線量 （微小 離箱線量 が望ま

しい）を用い１年を えない期間に 1 回、また エネルギーＸ線発生装置のＸ線発生に

関わる主要 品を交換した場合等においてはその度測定しなければならない。測定した

基本ビームデータにおいて重大な変化が認められた場合は、放射線腫瘍医を含めたチー

ムにて慎重に検討し、適宜データの更新を行い、また更新の妥当性についての記 を作

成し保存しなければならない。 

 

【４．事前の線量検証】 
 
4-1（線量検証の必要性） 



 MLCによる強度変調ビームは、任意に開口したMLC照射野からの２つないし複数の極

小ビームの積算により実現される。個々のビーム幅が狭いために、MLCの駆動制御精度

がこれを通過する線量に多大な誤差を発生させる危 性がある。また治療 画装置にお

ける線量 算あるいはモニタ 定値の算出においても、代表的な照射野に対する基準線

量から構築したビームデータから極小ビーム線束に対する 算を行うため、線量 算に

誤差が生じる危 性が懸念される。以上２つの理由により治療 画装置で算出した患者

に対する線量に対し、治療の前に検証を行う必要がある。 

 
4-2（治療 画装置に求められる事項） 

 線量検証は物理ファントムを用いた実験により行われるため、ファントム中での線量

算値が必要となる。治療 画装置はファントムに対する CT 画像を取り込んだ後、以下

に示す要件を満たす必要がある。 

 a. 患者に対し 算した照射データ（MLC、モニタ 定値、照射野、ガントリ 度、コ

リメータ 度、照射中心、等）を物理ファントム中に移す機能を有すること。 

 b. 患者内の任意の座標（アイソセンターあるいは線量評価点）を、ファントム中の任意

の座標に移して線量再 算が可能であること。 

 c. 各ビームのモニタ 定値は、照射データをファントム中に移した際に患者のモニタ

定値と同じにできるか任意に変更可能であること。 

 d. フィルム法による線量分布の検証のために、線量分布を検証ソフトウェアに引き渡す

ことがきること（あるいは、検証ソフトウェアが治療 画装置の線量分布を読み込み

可能であること）。 

 
4-3（線量検証の概要） 

 線量検証は評価点線量の検証と線量分布の検証に大別できる。評価点とはアイソセンタ

ーまたは線量分布内の任意の点を指し、実際に線量を検証しようとする点のことである。 

  a. 線量測定器 

 患者の CT 画像上で 算した線量の検証は、患者を物理ファントムに置き換え絶対線量

値が測定可能な線量測定器を用いて行う。線量測定器は 離箱線量 、Siダイオード検

出器、ダイアモンド検出器、TLD、ガラス線量 等、絶対線量が測定あるいは推定可能

なものを用いて行う。 離箱線量 は線量絶対測定に い精度をもっているが、 離体

積があまりにも小さい場合には 離 荷や安定性の点で絶対線量にむかない場合がある

ので注意を要する。 



 写真フィルムは一般的には絶対線量の測定にむかないとされているが、4-5-bで述べるよ

うに校正を慎重に行うなど十分に精度が得られる場合に限って絶対線量測定用として用

いてもよい。特に線量分布の検証の際には写真フィルムは必要不可欠であり、線量分布

の絶対値測定を行うことで 算分布と直接比 が可能となり、一般的に行われる相対値

比 よりは検証そのものの信頼性が向上するといえる。 

  b. 物理ファントム 

 評価点線量の検証に用いる物理ファントムは、線量測定器が挿入可能な水等価の固体フ

ァントムあるいは水ファントムを用いる。 

 線量分布の検証に用いるファントムは写真フィルムを挟み込める水等価の固体ファント

ムあるいは人体模擬ファントム（RANDOファントム）を用いる。 

  c. 線量 の有効 離体積の考慮 

 評価点線量の測定に用いる線量測定器（ 離箱等）の 離体積が限りなく点に い場合

を除いて、評価点線量の 算値は線量測定器の 離体積内の平均値として予め求めてお

く必要がある。 

 そのため、ファントム中に線量測定器を差し込んだ状態で撮影した CT 画像を治療 画

装置に取り込み、 離体積の輪 を慎重にとり、その感度中心に患者の線量評価点を移

し込むことが実際的である。 

  d. モニタ 定値 

 線量検証のために物理ファントムにおける線量 算を治療 画装置で行う場合には、各

ビームのモニタ 定値を患者に対するそれと同じにすることが望ましい。2-2-bで述べた

ように、MLCの制御位置の偶発的誤差は、ユーザーの努力で除去が困難であるが、治療

中に発生する偶発的誤差を線量検証においても同じように誘発するためにモニタ 定値

を揃えるものである。同じ理由により線量検証で 定する直線加速器の線量率は治療で

用いる線量率と同じにするべきである。 

 
4-4（評価点線量の検証） 

  a. 線量測定器の校正 

 評価点線量の測定に用いる線量測定器は、使用の前に感度校正を行わなければならない。

感度校正は日本医学放射線学会が推奨する校正事業で校正を受けた各施 のレファレン

ス線量 （ファーマ型 離箱線量 ）との相互比 により行わなければならない。各施

における感度校正の方法は、標準測定法 01で示す方法に従わなければならない。 

 �標準測定法 01：『吸収線量の標準測定法 標準測定法 01』日本医学物理学会編 



  b. 線量測定器の固定精度 

 評価点線量の検証に使用する線量測定器は±1mmの精度で固定可能でなければならない。

特に評価点が線量勾配の大きい場所にある場合には、線量測定器の固定精度が線量測定

値に多大な誤差を生じさせることがあるため十分に精度を確保する。 

  c. 評価点の数 

 線量評価点は複数点を選択するのが望ましい。そのうちの１点は ICRU基準点とし、も

う１点は線量分布上もっとも線量勾配が平坦な点が望ましい。その他、臨床的に線量

算の精度を確認したい任意の点を評価点として選択するべきである。 

  d. 評価点線量の判定 

 評価点線量は、 算値と測定値の差で評価し、全ての を合 して±3%以下、また各

毎の評価点線量が 算可能な場合にはその 毎で±5%以下であることを確認する。 

 
4-5（フィルム法による線量分布の検証） 

 写真フィルムを用いた線量分布の検証とは、ある線量分布評価面に対して治療 画装置

が 算した線量分布と同一面に対し写真フィルムを用いて測定した線量分布を重ね合わ

せ、両者の線量差分量を評価することで行う。そのため、測定によるフィルム 化度は

絶対線量に変換していることが望ましく、 算と測定の線量分布の任意の点で 格化し

て線量差分量を評価することは、線量分布の形状を比 する目的であっても評価の客観

性を欠き避けるべきである。 

  a. 写真フィルム 

 線量分布の測定に用いる写真フィルムは、感度レンジが治療１回当たりの線量域までの

ものを用いることが望ましい。 

  b. フィルム 化度の線量変換（校正） 

 写真フィルムの 化度と線量の関係は予め測定しておく必要がある。線量分布を測定し

た写真フィルムの 化度はこの線量変換曲線を用いて絶対線量に変換する。 

 ただし、変換曲線はフィルムの現像条件等により変動する可能性があるため、絶対線量

測定の使用目的の場合には、検証の度に変換曲線を測定するか、あるいは予め測定した

変換曲線中の１点を校正して線量変換に用いるべきである。 

  c. 線量分布の重ね合わせ 

 線量評価面に対する線量分布の 算値と測定値の重ね合わせは定量的に行い、重ね合わ

せの妥当性を証明できるものでなければならない。そのため、測定の際に可能な限りフ

ィルム上にアイソセンターをマーキングするなどの工夫により、 算の線量分布のアイ



ソセンターと直接重ね合わせることが望ましい。 

  d. 等線量曲線による評価 

 算と測定の線量分布における等線量曲線の位置的な誤差は 1mm 以内でなければなら

ない。 

 特に、標的体積における 線量域あるいは危 臓器に対し線量制限がある場合にはその

線量域での等線量曲線を注意深く比 しなければならない。 

  e. 線量差分量による評価 

 算による線量分布において投与線量の 50%線量以上の領域で実測値との誤差は±3%以

内、30%線量以上の領域の誤差は±5%以内でなければならない。 

 
4-6（検証結果） 

 評価点線量あるいは線量分布の検証において、 容する誤差を える測定結果を得た場

合には、検証過程を再検討し、それでもなお える場合には、放射線腫瘍医を含めたチ

ームにて患者に強度変調放射線治療を施行するかどうか、あるいはモニタ 置値に修正

を加えるかどうか慎重に検討し、修正をする場合にはその妥当性について患者カルテに

記載しなければならない。 

 
4-7（治療開始初期における注意点） 

  a. 強度変調放射線治療開始直後は最低 30 例において、その線量検証項目として本手順書

で掲げる検証項目を最低項目とし、その他にも、各ビーム線束毎の強度変調プロファイ

ル等、本手順書以外についても綿密に調査し、経験を積むことが望ましい。また、当該

期間においては、２種 以上の線量測定器（ファントムとの組み合わせによる）を用い

線量検証を実施し、線量検証システムの信頼性確保に努めることが望ましい。 

 
【５．治療 画用 CT 撮影装置の保守管理】 

 
5-1（CT値-相対 子密度曲線） 

  a. CT値—相対 子密度の測定 

 放射線治療 画に使用する CT撮影装置の、CT値と物 密度の変換曲線は事前に測定す

る。物 は低密度から 密度までまんべんなく用意するのが望ましい。 

  b. 管 圧依存性 

 CT装置の管 圧が異なる場合には、管 圧ごとに変換曲線を測定する。管 圧に依存し



て変換曲線の特性に変化がある場合には、管 圧毎の変換曲線を治療 画装置に入力し

使い分けることが望ましい。 

  c. 経時的変化 

 CT 値-相対 子密度曲線は、１年を えない期間に再測定し経時的な変化がないことを

確認するのが望ましい。再測定の結果、変換曲線に重大な変化が認められた場合には、

放射線腫瘍医を含めたチームにて慎重に検討し、適宜データの更新を行い、また更新の

妥当性についての記 を作成し保存しなければならない。 
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別表１ MLCの 的管理(QC)項目と 容誤差及び実施期間 

QC項目 内容 容誤差 実施期間 
 

光学的制御位置管理 
・任意の位置にMLCを開口した場合の位置と 定した

位置との差を光照射野で確認する。 
±0.5mm以内 毎日 

SM
LC

のQ
C 

フィルム法による 

制御位置管理 

・MLC の全リーフの幅を 1mm 開いた状態を保ちなが

ら、一定方向に 1~2cmステップで移動と停止を繰り

すMLCの移動パターンを作成する。移動方向は左

右２方向のパターンを作成する 

・このMLC移動パターンを用いて、治療用フィルムに

直接照射し、ギャップ幅に相当する直線状の 化度を

確認する。 

±0.5mm以内 週 1回 

光学的制御位置管理 ・SMLCの場合と同様 ±0.2mm以内 毎日 

フィルム法による 

制御位置管理 
・SMLCの場合と同様 ±0.2mm以内 週 1回 

プロファイル比 

・最大MLC照射野の範囲を 5mm以下のギャップ幅を

維持し、連続的にギャップが移動するMLCパターン

を用いる。 

・校正深あるいは最大深にフィルムを 置し、 外線量

比をリーフ対ごとに求める。 

・照射野限定器で測定した 外線量比と比 する。その

際、それぞれの 外線量比を中心位置で 格化し、十

分平坦な領域で比 する。 

±0.5%以内 週 1回 

D
M

LC

のQ
C 

DMLC出力 

・プロファイル比の測定と同様の線量照射を行う。 

・MLC ギャップ線量と照射野限定器線量は 0.1cc 以下

（推奨）の 離箱線量 を用い測定し、その比の安定

性を確認する 

 毎日 

 
 



別表２ 強度変調放射線治療における治療前線量検証項目と 容誤差 

検証項目 内容 容誤差 

線量測定器の校正 
・レファレンス線量 との感度の相互比 により行う。 

・検証に使用する直前に毎回行う 
 

線量測定器の固定  ±1mm 

評価点 

・線量評価点は複数点選択 

・１点は ICRU基準点 

・１点は線量分布上もっとも線量勾配が平坦な点 

・その他、臨床的に線量の確認が必要な任意の点 

 

評
価
点

線
量

 

評価点線量 
・線量評価点における全てのビームの線量照射 

・線量評価点における各ビームの線量照射 

全ての ：±3% 

毎：±5% 
写真フィルムの選択 ・感度レンジが治療 1回当たりの線量域までのものを使用する  

フィルム 化度の線量変換 

・フィルム 化度-線量変換テーブルは絶対線量換算を目的とし

ている。 

・変換テーブルは検証の度測定するか、もしくは標準的なテー

ブルを用意しておき検証の時に 1 点で校正したものを用いる

のが望ましい。 

 

線量分布の重ね合わせ 
・ 算値とフィルム測定値の重ね合わせは定量的に行い、重ね

合わせの妥当性を証明できる方法をとること。 
 

等線量曲線 

・任意の等線量曲線を比 する。 

・標的体積の 線量域の等線量曲線、危 臓器に線量制限値が

ある場合にはその等線量曲線を特に注意深く比 する 

等線量曲線の最大

変位で 1mm以内 

線

量

分

布

 

線量差分量 
・投与線量の 50%線量以上の領域での誤差 

・投与線量の 30%線量以上の領域での誤差 
±3% 
±5% 

 


